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「三田学会雑誌J 83卷2号 （1990年7月）

企 業 の 結 託 と 経 済 厚 生
(注）

川 又 邦 雄

序

本項では，筒単な多数財モデルを用いて，企業の結託が経済厚生に及ぽす効果について分析する。 

需要関数は代表的消費者の効用最大化行動から導出されるものであること，そしてその効用関数が 

擬線型（価値尺度財に関して分離可能）であると仮定する。また価値尺度財を除く財は生産物で，同 

一産業内の企業はすべて同一の費用関数を持つとする。さらに費用関数は，その産業の生産量に関 

して通増的であるとし， 2 つ以上の企業が結託した場合に，それを形成する企業のどれかが生産を 

停止することが有利であるという可能性は排除する。したがってここでのモデルでは，その範囲内 

での費用節減と戦略的な有利さに企業が結託する主要な原因が求められる。各企業グループはク一 

ルノ一的に他産業内の企業，および同一産業内の他の企業グループの産出量を所与として行動する 

ものとする。ここで考察の対象とするのは，そのような企業グループを単位とするクールノー = ナ 

ッシュ均衝である。

以上の前提の下で，産業 / G ニ1 , 2 , 内 に ー 定 数 は 自 然 数 ）の企業が存在す 

ると想定する。このとき異なる；I に対応するクールノー = ナッシュ均衡を比較すると， スが小さい 

ときほど，すなわち各結託に属する企業数が多いほど，経済厚生は低いことがいくつかの自然な仮 

定の下で導出される（定理1)。

つぎに産業 / の 単 一 グ ル ー プ 内 の 企 業 数 2……, n ) を所与として，産業内に 

は自然数）の企業が存在すろ場合を考える。企業の利潤が正であるかぎり企業グループの参入が自 

由に行われると仮定する。このとき，もしどの産業内の企業の利潤も正でないようなクールノー = 

ナッシュ均衡が存在するならぱ，そこでの企業数は過剰となることが示される（定理2 )。

2 モ デ ル の 設 定

経済には" + 1この財が存在するとし，第 1財から第《財までは消費財，第 " + 1財は労働で，：

注本稿の作成にあたっては，文部省科学研究費の援助を受けた。深く感謝したい
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それを価値尺度財とする。また iVニ {1,2,…, w }とおく。

需要面に関しては代表的消費者の存在を仮定する。いま；2+1この財の総量を（X ,Z ) =  0 ：1,X2, 

さ0 で示すとき，その効用関数は，

C1) mCZ,Z) =  z；CZ)+ Z

と表せるものとする。 またz;〔.）の要素による偏微分を" iニ ゐ XulH厂 ぶ ' ^ " 等 と 記 し  

つぎの仮定をおく。

A1

関数K . ) は R+上で連続，その内点で3 回連続微分可能であり，

( i )  ViQX')>0

( i i )  z；Q O  .のヘッセ行 列 ど (び）コ0；iプ）は負の定符号を持つ。、 '

いま価格を（A 1 )ニ〔か, 2々, 1 ) ,消費者の所得をM とおく。このM は，労働の初期保有量

の価値と，企業から分配される利潤の合計から成るとする。したがって

M = z °+ n °

となる。このとき消費者のQ ),M ) を所与として 

( P )  Max uCX’Z )

sub. to p X + Z = M  

という問題の解としてX i の需要量を定めるものとする。ここで各X > 0 に対して

( 2 )  PK X ) = のん X )

と定義すると，効用最大化の一階の条件は

( 3 )  P O O = p

(ただしp Q o = < p ia o , . ' . ,  P X J O )と表わせる。 したがってP O O は需要価 格 （のぺクトル） 

を示すことになる。

生産面に関しては，産業 /G7Vにだけの企業が存在するものとして，同一産業内の企業は同 

一の費用関数G ; R+~>R+を持つとする。費用関数についてはつぎの仮定をおく。

A2

各 i & N に対してC iC .)は i?+上で連続，その内点で2 回連続微分可能で，各 a;シ 0 に対して

( i )  C；(a；0 > 0

( i i )  aXxd^Q  

を滿たす。

いま産業:’の総収入関数を
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RK X ')=PK X ')X i  

と 記 し そ の に よ る 偏 微 分 を R ijU O と記すと，

R\ iX^=PKX^+ P\ (iX^X i G'GAO 

RjOO=PKX)Xi  G'ナブ'， i、jEN )

と計算される。この i?K文）の第；変 数 に 関 す る 偏 微 分 を め とするとき，moo a 
e A O のヤコービアンに関するつぎの条件は以下の分析できわめて重要な役割を演じる。

A3

/o =
r>n..... Dn
,l\.nl -iV7» n.

は負の定符号を持つ。

注意

C i ) いうまでもなく

R K X )  =  2PI ( Z ) +XiP liiX '), O'e N )

Rij シ X) = P} QX) + , ii^ j, i’jEN)

と計算される。A 3 の条件は，通常の同資財寡占市場モデル（《= 1 の場合）における逆需要関数を 

/ ( • ) とするとき，2 / '(X ) + X / " a O < 0 という条件と同値である。

( i i ) 以下の分析のためには，A 3 の代わりに，同一産業内のすべての企業が同一の利潤を獲得 

するとして，産業/の個別企業の限界利潤

4び）= CRI C X )-a QXJmd')/mi,

と* き，そのヤコービアンが負の定符号を持つこと，すなわち，

A3'

/ i=

…… RL

JDn ......DU __广び
■ -iVtjI £\.n n レ

が負の定符号を持つことを仮定すれば十分である。A2〔i), A 3 の下では明らかにA3'は満たされ 

る。

( H i ) 各市場ともが1企業による独占市場で，独占者による数量調整過舞が- 

dXi/dt=Hi(：Rj (X )  -  C；び 0 ), G'e A0

ifiCo)=o, m c x y y o

と表現されているとする。このときのヒックスの完全安定条件は，上のA3'が成立することと同値

である。
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3 企業の結託と利潤最大化

つ ぎ に 各 i らN について

( 4 )  mi=^ki (みもは自然数）

と書けるとし，産業ダがそれぞれんf 個の企業から成る；I このグループに分割されるとする。その 

とき， i の一つのグ ル 一 プの産出量をS iとすれぱ，そのグループの費用関数は 

( 5 ) Cĵ Si, ki) — min {〉'iCrCXn') \〉]iXii=si.}

(最小化はX i jについて行われる）によって定義される。最小値が達成されるのは各G ( . )のュ 

ピグラフが反対方向の極鐘(asymptotic cone)を持たないことによる。

このときつぎの性質は以下でしばしば用いられる。

助定理1 G ( 0 が仮定A 2 を満たし，（5) の 最 小 値 が も ）で達成されたと 

すれば，それらは各/ ごとにすべて等しい。またその共通の値をa；!■とおけば，Si ニ  k iX *となり， 

C；(s i)=C ；( x O が満たされる。

(証明） C i ( . )の凸性を用いて証明するか，あるいはラグランジュ乗数法を適用すれぱよい。

上の命題において固定費用C f(0 )が大きい場合，あるいはC i ( . )が凸でない場合には，ある企 

業の生産量が0 であるときに最小値が達成される可能性がある。以下の分析では，簡単化のために 

その可能性を排除する。

い ま を 所 与 と す る と き ，産業 : 'のも個の企業から成る結託の産出量をSf, その

利潤を

^Xsi, X )  =  SiPXX) —CiCsi, kd 

と記す。この結託は，他のすべての企業グループの産出量を所与として，上式を最大にするようにSi 

を選ぶとする。そのとき最適値が内点& > 0で達成されるとするならば，最大のための一階の条件は 

C6) P K X ：)+SiP\iX')- Cl Csi, k i)=0  G'gAO

となる。6=1/スとおき補助定理1 に注意すれば，上の条件は

( 6 ；)' P ぐ ')+ dX iP iiO O -  C'tOCi/md=D G'SAO

となる。ただしここでは同一産業内のすべての企業の産出量が等しく

X i= X Jm i a ^ N ')

となる対称解だけを問題にしている。（6 ) 'で を め ，6 i = h / m iとしたときの解X*=CT5,.-., 

X * n )を結託構造{nti, h] G'e A O の下での対称的クールノー = ナッシュ解（Cournot-Nash解）とい

ろ0
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さて（6ンの" この式をd で微分し

( 7 )  Cii = (1 +d')P\ +dXiPii— C'ilmu G'eAO

oij^Pj +  dXiPij, j *  i, a,ゾ G N )
とおけぱ，その結果は

( 8 )
Cln Gin ~ d X x p e  ~ ~pixr

L̂ Znl dnn _ J X n / d d _ . P i X n _

と* ける。以下ではこの左辺の" X " の 行 列 を そ の ？' 行ゾ列の余因子をAfゴと記す。また(8)ま 

の右辺をろとして同式を

C8)'  A るX/dd=b

と記す。

4 企業の結託の効果

企業の結託についての分析を行うにあたって，基本的な役割を演ずるのはつぎの結果である。

後助定理2 仮定A l( ii) , A2〔ii), A 3 の下ではA は負の定符号を持つ。

(証明） 前半についてはC':=0 G g A O の場合について証明すれぱ十分である。その場合

A= Cl一d) HO/) +6Jo 

となり，H ( j i ) と /oがそれぞれ負の定符号を持つから結果がしたがう。

つぎに第W+1財の初期保有量のうち，余暇として需要されない部分は労働として生産に用 

いられるから

Z °—Z  ニ CiCXi/md 

が成立する。この関係を消費者の効用関数に代入すると，

(10) «(AT,Z)=z;(X)+Z し

と書ける。

以上の準備の下につぎの命題を誰明しよう。，

定理 1

仮定A 1 ,A 2 およびA 3 の下で，産業めG A O の 企 業 数 ス ;bfを所与とする。このとき異な 

る；1に対応する対称的なクールノ一 = ナッシュ為衡を比較すると， ；1が小さいほど経済厚生は低い。

(証明） m iを一定として（1 0 )式を0 で微分し（6 )'を用いると
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(11) duiddニ'ゐt P K .フX i / d e -  C\ レ) d X i lゐ0

=Z liC PK O -C；(O )W 3 0

- d Y l i X i P \  レ) dXi/de 

となる。この関数は，（9)式を用いると

(12) る u/'^d-— dH Ar^b

となる。ここでA ろは(7)式の後に定義された行列とベクトルである。したがって補助定理2 を用 

いてヴ=1 /；1であることに注意すれば定理の誰明が完結する。 1 ,

5 企業の参入と経済厚生  … '

つぎに，（4)においてすべてのんi を一定とし，スを同時に変化させることを考える。つまり各グル 

ープの企業数を一定とし，グループの数を変化させるのである。この場合には，自由参入の下での 

企業数はつぎの意味で過大となることが知られる。

定理の主張を述べる前に，ひとつの概念を導入しておこう。いま2 つの異なる産業/とゾがある 

とする。そのとき産業i の生産量の増大が産業フ' の各企業及び各結託の限界利潤を高めるならばi  

とj とは戦略的補完財（strategic complements),低めるならぱ戦略的代替財（strategic substitutes), 

何も影響しないなら戦略的独立財（strategic independent goods)であるという。その条件はau=  

P)+eXiP\j, 0くヴく1 とおくとき，《り. が正ならぱ補完財，負ならぱ代替財であると述べることが 

できる。つぎに企業/ の平均費用GGcOAKfを CfOcOで示すと，

X id iixd =  C  iOci) — Ci(£Cf)/X i 

が得られる。したがって利潤がゼロである寡占企業が存在すれば（6 ) 'を用いると，

Xi c'ii Xi') = CiiXi/md - PKXO = 9XiPî  (X )

となる。つまり企業の平均費用は通減している。以上の準備の下で次の命題をHE明しようo'

定理 2

仮定A 1 , A 2 およびA 3 の下で，あ る {も， G 'e A O について対称的なクールノー = ナッシ 

ュ均衡が存在し，そこにおいてすぺての企業の平均費用が減少していると仮定する。またどの生産 

物も互いに戦略的補完財であるか独立財であると仮定する。そのとき単一グルプ内の企業数h =  

m J ^ を所与として义を減ずること（したがってそれに比例してW fを減ずること）は経済厚生を 

局める。

〔誰明） 与えられた条件の下での対称的クールノー = ナッシュ均衡の条件は（6 )'によって与えら 

れる。ただし6=1/ス=A：i/m iG 'e iV )である。GO)式を

(11) u (X ,Z ) v(X)+Z°~Ui^^iC iCXi/U i)
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と表わし，各を一定として同式を;？で微分すると

(12) d u /d ^ = I] i(F K ')- C ；( 0 )d X J d ；i

—S  feQCO+ S C'tCOXi/^

(6)'よ り .= (1/わ 义 ノ 3；1

+ Cl/-^)S(Ci(0~ CiC •) / (.Xi/mi) ) Xi 

となる。ここで各企業の平均費用が減少しているという条件を用いると，上の第2項は負になる。 

以下では第1項が負になることを示そう。そのために(9)式を

PK X^+ dX iP\ iX：)-C\ idXi/ki')=^ O ' e i V ) .

のように* 換え， を固定してヴ=1 /スで偏微分すると，

Adx/dd=c

となる。ここでA と れ よ （8 ) 式で定義されたものであり，Cはその第！' 成分がC人Xi/md- 

ズクK X ) であるベクトルである。パは負の定符号を持つ行列で，仮定によってそのすベての非対 

角要素は正である。したがってT^XtPK.')ぼ ifる久は正のべクトルである。またd=\llである力、 

ら，各 3ズン3スは dXi/ddと反対の符号を持つ。し た が っ て は 正 の べ ク ト ル で  

あり，定理2 の証明が完結する。

5 結びとノート

企業の結託が産出量や利潤に及ぼす効果について部分均衡の枠組みで分析した論文には， Seade 

〔1980〕， Szidarovsky-Yakowitz〔1982〕， Bulow-Geanakoplos-Klemperer〔1985〕及び Dixit 

〔1986〕等がある。川又-下 村 〔1988〕は2 つの産業内に多数の企業が存在する場合の結託の効果 

について分析し，部分均街分析のいくつかの結論がそのまま妥当しないような効用関数及び費用関 

数の例を与えている。企業の結託が経済厚生を減少させるという結論はかなりg 然なものである力;， 

定理1は多数財市場においてその結論が厳密に成り立つための十分条件を与えるものである。定理 

2 は Suzumura-Kiyono [1982]の 「過剰参入定理」の 1 つの多数財市場をモデルへの拡張である。 

その解釈と関連文献については同論文を参照されたい。

本稿では，すべての産業について(4)式の；1が一定であるとしてそのすべてが同時に変化する場合 

の比較静学分析を行った。それとは別に1 つを除いたすべての産業の企業数m i及びグループ内の 

企業数h を一定とし当該産業の人i=milkiを変化させた場合の厚生の変化について分析するこ 

とも可能である力:，ここでは省略する。
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